尼崎市長期優良住宅建築等計画等の認定等に関する事務処理要領

平成２１年６月１日制定

平成２４年４月１２日一部改正

平成２５年１月２２日一部改正

平成２７年４月１日一部改正

平成２８年４月１日一部改正
令和３年４月１日一部改正
令和４年２月２０日一部改正

令和４年１０月１日一部改正

（この要領の趣旨）

第１条　この要領は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「法」という。）、長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行令（平成２１年政令第２４号）及び長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則（平成２１年国土交通省令第３号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、尼崎市長（以下「市長」という。）が行う長期優良住宅建築等計画（以下「建築等計画」という。）及び長期優良住宅維持保全計画（以下「維持保全計画」という。）の認定、変更の認定、地位の承継等に関して必要な事項を定めるものとする。

（定義)
第２条　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴　認定基準　法第６条第１項第１号から第７号までの基準をいう。
　⑵　長期使用構造等　法第２条第４項に規定する長期使用構造等をいう。
　⑶　住宅性能評価　住宅の品質確保の促進等に関する法律(平成１１年法律第８１号。以下「品確法」という。)第５条第１項に規定する住宅性能評価をいう。
　⑷　性能評価機関　品確法第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関をいう。
　⑸　確認書等　品確法第６条の２第５項に規定する住宅の構造及び設備が長期使用構造等である旨が記載された確認書又は住宅性能評価書をいう。
（認定基準）

第３条　法第６条第１項第３号の良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持及び向上に配慮されたものとは、次の各号に適合するものをいう。
　⑴　法第５条第１項から第７項までの規定による認定を受けようとする住宅（以下「対象住宅」という。）が尼崎市住環境整備条例（昭和５９年尼崎市条例第４４号）第１６条、第１８条、第２１条及び第２２条の規定に適合するもの

　⑵　対象住宅が次に掲げる法令等に適合するもの

　　ア　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項の規定による地区計画等の区域内又は同法第８条第１項第２号に規定する特別用途地区の区域内に建築される住宅にあっては、これらの区域内における建築の制限に関する条例その他の関係規程

　　イ　建築基準法（昭和２１年法律第２０１号）第６９条の規定による建築協定の区域内に建築される住宅にあっては、同法その他の関係規程　　

　　ウ　尼崎市都市美形成条例（昭和５９年尼崎市条例第４１号）第１８条に規定する都市美誘導基準

　　エ　住宅に表示され、又は設置される屋外広告物及び屋外広告物を掲出する物件にあっては、尼崎市屋外広告物条例（平成２０年尼崎市条例第４７号）その他の関係規程

　⑶　対象住宅が次のいずれにも該当しないものであること（市長の許可等により長期にわたり存続することができるものを除く。）。

　　ア　都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域内にあるもの

　　イ　都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業（事業完了済のものを除く。）の施行区域内にあるもの

　　ウ　都市計画法第８条第１項第３号に規定する高度利用地区内にある住宅で建築基準法第５９条第１項第１号に該当するもの

　　エ　都市計画法第８条第１項第４号の２に規定する都市再生特別地区内にある住宅で建築基準法第６０条の２第１項第１号に該当するもの

（事前相談)
第４条　法第５条第１項から第７項までの規定による建築等計画又は維持保全計画の認定（第８条第１項の規定による建築等計画又は維持保全計画の変更の認定を含む。以下同じ。）の申請をしようとする者は、当該申請を円滑に行うため、市長に事前相談をすることができる。
２　前項の事前相談をしようとする者は、建築等計画又は維持保全計画の認定の事前相談申出書（第１号様式）に、省令第２条第１項の表１に掲げる図書を添えて、同項の申請の手続を行おうとする日の少なくとも１月（法第６条第２項の規定による申出をしようとする場合にあっては、２月）前までに、市長に提出するものとする。
（認定の申請等）
第５条　法第５条第１項から第７項までの規定による建築等計画又は維持保全計画の認定の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、省令第２条第１項に規定する申請書及び同項の表１に掲げる図書（前条第２項の規定により当該図書を市長に提出している場合を除く。）のほか、当該申請書に次表の左欄に掲げる事項の区分に応じ、それぞれ同表右欄に定める図書を市長に提出しなければならない。
	事　項
	図　書

	品確法第６条の２第１項の規定による長期使用構造等であることの確認を受けた場合
	確認書等の写し及び当該確認書等の交付を受ける際に性能評価機関に提出した添付図書の写し（性能評価機関による確認を終えた旨が確認できるものに限る）

	住宅性能評価を受けた場合
	設計住宅性能評価書の写し及び当該住宅性能評価を受けた添付図書（性能評価機関の住宅性能評価を終えた旨が確認できるものに限る。）

	建築基準法第６条の３第１項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するか否かの確認審査を要するものである場合（法第６条第２項の規定による申出をしようとする場合）
	建築基準法第１８条の２第１項の規定により指定された構造計算適合性判定機関が交付した構造計算適合性判定の結果を記載した通知書又はその写し

	第３条の基準に適合する場合
	当該基準に適合することを確認するために必要な図書

	法第２条第２項の増築又は改築をして認定申請する場合
	検査済証の写しのほか認定申請に係る住宅が建築基準法に適合していることを証する図書

	その他
	その他市長が必要と認める図書


２　法第８条第１項の規定により変更の認定の申請をしようとする場合において、前項の表に掲げる事項に該当しないときは、同項の規定による図書の添付は、要しないものとする。
３　法第５条第１項から第５項までの規定による建築等計画の認定の申請は、当該建築等計画に係る住宅の建築等の着工前に行わなければならない。
４　市長は、申請者が品確法第６条の２第１項の規定による長期使用構造等であることの確認又は住宅性能評価を受けていないときは、当該申請に係る建築等計画又は維持保全計画が法第６条第１項第１号に掲げる基準（以下「１号基準」という。）に適合しているか否かの判定を登録住宅性能評価機関に委託して行うものとする。
（受託者等の指示による申請書等の補正）

第６条　市長は、前条第４項の規定により１号基準に適合しているか否かの判定を登録住宅性能評価機関に委託して行う場合において、当該委託をした後に、前条第１項の申請書又は同項の規定により提出した図書において補正を要する事項が明らかになったときは、当該事項の補正を、当該委託を受けた登録住宅性能評価機関の指示により行わせることができる。

（申請の取下げ）

第７条　法第５条第１項から第７項までの規定による建築等計画又は維持保全計画の認定の申請（法第８条第１項の規定による変更の認定の申請（法第９条第１項及び第３項の規定による場合を含む。）を含む。第１１条において同じ。）をした者及び法第１０条に規定する地位の承継の承認の申請をした者は、これらの申請を取り下げようとする場合は、取下げ届（第２号様式）を市長に提出しなければならない。

（建築等の取りやめ）

第８条　法第１１条に規定する認定計画実施者（以下「認定計画実施者」という。）は、当該認定を受けた建築等計画又は維持保全計画（法第８条第２項において準用する法第６条第１項の規定により建築等計画又は維持保全計画の変更の認定を受けている場合は、当該変更後の建築等計画又は維持保全計画をいう。以下「認定建築等計画等」という。）に係る住宅の建築又は維持保全を取りやめるときは、取りやめ届（第３号様式）に法第７条の規定に基づき交付を受けた省令第６条に規定する認定通知書を添えて市長に提出しなければならない。

（報告の徴収）

第９条　認定計画実施者は、認定建築等計画等に基づく住宅の建築工事が完了した場合において、建築士により当該認定建築等計画等に基づく住宅の建築が完了したことの確認を受けたときは、工事完了報告書（第４号様式）に建築基準法第７条第５項の規定による検査済証の写し及び品確法第６条第３項に規定する建設住宅性能評価書の写し又は工事監理報告書（第５号様式）を添えて市長に提出しなければならない。

２　法第１２条の規定により市長から報告を求められた認定計画実施者は、認定長期優良住宅状況報告書（第６号様式）を市長に提出しなければならない。

（認定しない旨の通知）

第１０条　市長は、法第５条第１項から第７項までの規定による建築等計画又は維持保全計画の認定の申請に対し、これを認定しないときは、その旨を不認定通知書（第７号様式）により当該申請を行った者に通知するものとする。

（承認しない旨の通知）

第１１条　市長は、法第１０条の規定による地位の承継の承認の申請に対し、これを承認しないときは、その旨を不承認通知書（第８号様式）により当該申請を行った者に通知するものとする。

（改善命令）

第１２条　市長は、法第１３条第１項から第３項までの規定による改善に必要な措置を命ずるときは、改善命令書（第９号様式）により行うものとする。

（認定の取消し）

第１３条　市長は、法第１４条第１項各号に掲げる事由に該当する場合において、同項の規定により建築等計画又は維持保全計画の認定を取り消したときは、その旨を認定取消通知書（第１０号様式）により当該認定計画実施者であった者に通知するものとする。
（認定等の証明）
第１４条　認定計画実施者は、法に基づく建築等計画又は維持保全計画の認定等を行ったことについての証明を、市長に対して求めることができるものとする。
２　認定計画実施者は、前項の規定により証明を求める場合は、長期優良住宅（台帳記載事項）証明願（第１１号様式）を市長に提出しなければならない。
３　市長は、前項の長期優良住宅（台帳記載事項）証明願が提出されたときは、証明を求められた内容が台帳の記載事項と相違ないことを確認した上で、認定計画実施者に長期優良住宅（台帳記載事項）証明書（第１２号様式）により証明するものとする。
（施行の細目）

第１５条　この要領に定めるもののほか、この要領の施行について必要な事項は、別に定める。

付　則

この要領は、平成２１年６月４日から施行する。

付　則

この要領は、平成２４年４月１２日から施行する。
　　付　則
この要領は、平成２５年１月２２日から施行する。

付　則

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。ただし構造計算適合性判定に係る規定については、平成２７年６月１日から施行する。
付　則

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。
　　付　則
この要領は、令和３年４月１日から施行する。
付　則
　この要領は、令和４年２月２０日から施行する。

付　則
　この要領は、令和４年１０月１日から施行する。
